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報告第１１号 

 

交通事故に係る専決処分の報告について 

 

 交通事故に係る和解および損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の

規定により報告する。 

 

平成３０年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 専決処分の日     平成３０年７月３１日 

２ 和解の相手方     ×××××××× 

             ×××××××× 

３ 損害賠償の額     金７９３，２００円 

４ 和解の理 由     平成３０年７月６日大東市野崎一丁目２２番先の信号機のな

い交差点において、本市自動車（危機管理室）が南から西へ

左折したところ、西から北へ左折しようとした相手方自動車

に接触し、損傷させたので、これに対する損害を賠償するた

め。 
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議案第６９号 

 

   人権擁護委員の候補者の推薦について 

 

 人権擁護委員として、法務大臣に対し、次の者を推薦いたしたく、人権擁護委員法（昭

和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

   平成３０年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   住  所    ××××××××××××× 

   氏  名    白 井  京 子 

   生年月日    ×××××××××× 

 

 



- 3 - 

 

議案第７０号 

 

市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次のとおり路線を認

定することについて、議会の議決を求める。 

 

   平成３０年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

認定する路線 

１ 栄和町３号線       （起点）大東市栄和町９１６番２先 

               （終点）大東市栄和町９１６番１９先 

 

２ 中垣内二丁目３号線    （起点）大東市中垣内二丁目５１４番６先 

               （終点）大東市中垣内二丁目５１４番９先 

 

３ 緑が丘一丁目１７号線   （起点）大東市緑が丘一丁目６２９番１９先 

               （終点）大東市緑が丘一丁目６８番１１先 

 

４ 三箇六丁目８号線     （起点）大東市三箇六丁目４５５番先 

               （終点）大東市三箇六丁目５５７番６先 

 

５ 三箇六丁目９号線     （起点）大東市三箇六丁目４５５番先 

               （終点）大東市三箇六丁目５５７番１２先 

 

６ 深野一丁目４号線     （起点）大東市深野一丁目５７９番３先 

               （終点）大東市深野一丁目５７９番１５先 
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７ 緑が丘一丁目東西線    （起点）大東市緑が丘一丁目５３０番６先 

               （終点）大東市緑が丘一丁目５４３番１７先 

 

８ 大東中央公園東側線    （起点）大東市緑が丘一丁目５４４番２先 

               （終点）大東市谷川二丁目５５番先 

   

９ 緑風冠高校南側線     （起点）大東市深野四丁目３６０番３先 

               （終点）大東市深野四丁目３７１番１先 

 

１０ 深野小学校南側線    （起点）大東市深野四丁目３７７番１先 

               （終点）大東市深野四丁目２８６番３先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 本市において築造した道路、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定

により築造された開発道路、本市へ無償寄付された道路および道路整備を予定している箇

所を市道として認定するため。 
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議案第７１号 

 

市道路線の変更について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項において準用する同法第８条第２

項の規定により、次のとおり路線を変更することについて、議会の議決を求める。 

 

   平成３０年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

変更する路線  

１ 深野北一丁目１２号線  新（起点）大東市深野北一丁目１７７番１１先 

               （終点）大東市深野北一丁目１８９番２先 

旧（起点）大東市深野北一丁目１７７番１１先 

               （終点）大東市深野北一丁目１７８番７４先 

 

２ 北条南北９号線     新（起点）大東市北条四丁目１８９６番４５先 

               （終点）大東市北条三丁目１８９６番５０先 

旧（起点）大東市北条四丁目１８９６番４５先 

               （終点）大東市北条三丁目１９００番２先  

 

 

 

 

 

理      由 

 

道路整備を予定している箇所を市道として認定すること等に伴い、市道認定路線を変更

するため。 
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議案第７２号 

 

   大東市立市民会館の指定管理者の指定について 

 

大東市立市民会館の指定管理者として次の者を指定いたしたく、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

   平成３０年１１月２９日提出 

 

                      大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立市民会館 

２ 指 定 管 理 者     大阪市中央区瓦町一丁目６番１０号 

              太平ビルサービス大阪株式会社 

３ 指 定 の 期 間     平成３１年４月１日から平成３４年３月３１日まで 
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議案第７３号 

   

大東市立北条コミュニティセンターの指定管理者の指定について 

 

大東市立北条コミュニティセンターの指定管理者として次の者を指定いたしたく、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求

める。 

 

平成３０年１１月２９日提出 

 

                      大東市長  東 坂  浩 一 

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立北条コミュニティセンター 

２ 指 定 管 理 者     大東市北条四丁目２番１２号 

              特定非営利活動法人ほうじょう 

３ 指 定 の 期 間     平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 
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議案第７４号 

 

   大東市立南郷子育て支援センターの指定管理者の指定について 

 

大東市立南郷子育て支援センターの指定管理者として次の者を指定いたしたく、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求め

る。 

 

   平成３０年１１月２９日提出 

 

                      大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立南郷子育て支援センター 

２ 指 定 管 理 者     大東市諸福五丁目２番２３号 

              特定非営利活動法人ぷち・マミィ 

３ 指 定 の 期 間     平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 
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議案第７５号 

 

   大東市長の内部組織の設置および分掌事務に関する条例の一部を改正する条

例について 

 

 大東市長の内部組織の設置および分掌事務に関する条例の一部を改正する条例を次のと

おり制定する。 

 

   平成３０年１１月２９日提出 

 

                   大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 平成３１年４月１日から機構改革を実施すること等に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市長の内部組織の設置および分掌事務に関する条例の一部を改正する条 

例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

大東市長の内部組織の設置および分掌事務に関する条例（平成６年条例第２１号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第２条第２号を次のように改める。 

 (2) 行政改革推進室 

 第２条中第８号を第９号とし、第３号から第７号までを１号ずつ繰り下げ、第２号の次

に次の１号を加える。 

 (3) 戦略企画部 

 第３条第２項および第３項を次のように改める。 

２ 行政改革推進室の分掌する事務は、行政改革および行政経営に関することとする。 

３ 戦略企画部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 市政の総合企画および総合調整に関すること。 

(2) 総合計画（基本構想および基本計画に関することに限る。）に関すること。 

(3) 総合戦略に関すること。 

(4) 秘書に関すること。 

(5) 栄典および表彰に関すること。 

(6) 広報および広聴に関すること。 

(7) 統計および調査に関すること。 

(8) 市の魅力づくりおよびシティセールスに関すること。 

(9) 情報化に関すること。 

 第３条中第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、第６項を第７項とし、同条第５項

中第１２号を第１３号とし、第９号から第１１号までを１号ずつ繰り下げ、第８号の次に

次の１号を加え、同項を同条第６項とする。 

 (9) 戸籍、住民基本台帳および印鑑登録に関すること。 
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 第３条第４項中第１３号を削り、第１２号を第１３号とし、第９号から第１１号までを

１号ずつ繰り下げ、同項第８号中「用度」を「契約」に改め、同号を同項第９号とし、同

項中第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加え、同項を同

条第５項とする。 

 (6) 行政評価に関すること。 

 第３条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 政策推進部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

 (1) 総合計画（実施計画に関することに限る。）に関すること。 

 (2) 財政に関すること。 

 (3) 新庁舎整備に関すること。 

 (4) 産業の振興に関すること。 

 (5) 労働行政に関すること。 

 (6) 公民連携に関すること。 

 

付 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議案第７６号 

 

大東市債権管理条例について 

 

大東市債権管理条例を次のとおり制定する。 

 

平成３０年１１月２９日提出 

 

                    大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 本市の債権の管理に関し、必要な事項を定めるため。 
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大東市債権管理条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 （目的） 

第１条 この条例は、市の債権の管理について必要な事項を定めることにより、市の債権

の管理の適正化を図り、もって公平な市民負担の確保および公正かつ円滑な行財政運営

に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) 市の債権 金銭の給付を目的とする市の権利（地方自治法（昭和２２年法律第 

６７号。以下「法」という。）第２４０条第４項第３号から第７号までに掲げる債権

を除く。）をいう。 

(2) 公債権 市税（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に基づく徴収金に係

るものをいう。次号において同じ。）以外の市の債権のうち、法第２３１条の３第１

項に規定する歳入に係る債権をいう。 

(3) 私債権 市の債権のうち、市税および公債権以外のものをいう。 

（法令等との関係） 

第３条 市の債権の管理については、法令または他の条例に特別の定めがある場合を除く

ほか、この条例の定めるところによる。 

 （市長等の責務） 

第４条 市長および上下水道事業管理者（以下「市長等」という。）は、市の債権の管理

について、当該債権の債務者の資力の状況その他の事情を考慮し、適切かつ効率的な措

置をとらなければならない。 

 （延滞金） 

第５条 市長等は、公債権について、法第２３１条の３第１項の規定による督促をした場

合において、当該督促をした金額が２,０００円以上であるときは、当該督促をした金額

（その額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）に、その履行期
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限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年１４.６パーセント（当該履行期限の

翌日から１か月を経過する日までの期間については、年７.３パーセント）の割合を乗じ

て計算した金額に相当する延滞金を徴収するものとする。ただし、当該延滞金の額に 

１００円未満の端数があるときまたはその全額が１,０００円未満であるときは、その

端数金額またはその全額を切り捨てるものとする。 

２ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても、３６５日当

たりの割合とする。 

３ 市長等は、当該債権を第１項の履行期限までに履行しないことについて、やむを得な

い理由があると認めるときは、同項の延滞金を減額し、または免除することができる。 

 （債権の放棄） 

第６条 市長は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７１条の５の規定に

より徴収停止の措置をとった債権であって、債権金額が５０万円を超えるものについて、

同条各号のいずれかに掲げる事由が３年間継続し、なお債務者が履行することができる

見込みがないと認められるときは、当該債権の放棄に係る法第９６条第１項第１０号の

規定による議会の議決を求めるものとする。 

２ 市長は、私債権のうち消滅時効の期間が経過したもの（当事者がその援用をしていな

いものに限る。)であって、債権金額が５０万円を超えるものについて、次の各号のいず

れかに掲げる事由があるときは、当該債権の放棄に係る法第９６条第１項第１０号の規

定による議会の議決を求めるものとする。 

(1) 債務者に差し押さえることができる財産がないとき。 

(2) 強制執行をすることによって債務者の生活を著しく窮迫させるおそれがあるとき。 

(3) 債務者の所在および差し押さえることができる財産がともに不明であるとき。 

(4) 債権金額が債権の回収に要する費用に満たないと認められるとき。 

(5) 債務者が当該債権につき消滅時効を援用する蓋然性が高いと認められるとき。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則等で定

める。 

 

   付 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第５条、次項および付則第３項の規定

は、平成３３年４月１日から施行する。 

 （延滞金に関する規定の適用） 

２ 第５条の規定は、この条例の施行の日以後に発生する市の債権について適用し、同日

前に発生する市の債権については、なお従前の例による。 

 （延滞金の割合の特例） 

３ 当分の間、第５条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合および年７．

３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該年の前年

に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された

割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下同じ。) が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中にお

いては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例

基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合

にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）とする。 
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議案第７７号 

 

大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例について 

 

大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成３０年１１月２９日提出 

 

                    大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号）に基づく個人番号を利用して処理することができる事務に生活保護法（昭

和２５年法律第１４４号）による進学準備給付金の支給に関する事務が追加されたことに

伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例（平成２７年条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 

別表第２市長の部(7)の款(8)の項中「就労自立給付金」の次に「もしくは進学準備給付

金」を加える。 

 

付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第７８号 

 

   大東市に勤務する企業職員の給与の種類および基準に関する条例の一部を改 

正する条例について 

 

大東市に勤務する企業職員の給与の種類および基準に関する条例の一部を改正する条例

を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年１１月２９日提出 

 

                      大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                理      由 

 

管理職員特別勤務手当について規定すること等に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市に勤務する企業職員の給与の種類および基準に関する条例の一部を改 

正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第   号   

 

大東市に勤務する企業職員の給与の種類および基準に関する条例（昭和４０年条例第 

１７号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条第２項中「宿日直手当」の次に「、管理職員特別勤務手当」を加える。 

第３条第１項中「あつて」を「あって」に改める。 

第７条中「組入れる」を「組み入れる」に改める。 

第８条中「勤務時間外」を「勤務時間以外の時間」に、「こえて」を「超えて」に改め

る。 

第１０条第１項中「休日にあたつても」を「休日（国民の祝日に関する法律（昭和２３

年法律第１７８号）に規定する休日（以下この項において「祝日法による休日」という。）

および年末年始の休日（１２月２９日から翌年の１月３日までの日をいい、祝日法による

休日を除く。）をいい、代休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を

勤務した職員にあっては、当該休日に代わる代休日をいう。以下同じ。）に当たっても」

に改める。 

第１２条中「職員が」を削り、同条の次に次の１条を加える。 

（管理職員特別勤務手当） 

第１２条の２ 管理職員特別勤務手当は、第４条の規定に基づき管理職手当を支給される

職員（次項において「管理職員」という。）が臨時または緊急の必要その他の公務の運

営の必要により週休日（勤務時間を割り振らない日をいう。）または休日（次項におい

て「週休日等」という。）に勤務した場合に、当該職員に対して支給する。 

２ 前項に規定する場合のほか、管理職員が災害への対処その他の臨時または緊急の必要

により週休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間であって正規の勤務時間以外

の時間に勤務した場合は、当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

 第１５条第２項および第４項中「あつては」を「あっては」に改め、同条第５項および
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第６項中「あつて」を「あって」に改める。 

 第１７条第１項中「あつた」を「あった」に改め、同条第２項中「当り」を「当たり」

に改める。 

 

付 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議案第７９号 

 

   大東市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一部を改正す 

   る条例について 

 

 大東市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一部を改正する条例を次 

のとおり制定する。 

    

平成３０年１１月２９日提出 

 

                      大東市長  東 坂  浩 一     

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 公職選挙法の一部を改正する法律（平成２９年法律第６６号）が平成３１年３月１日か

ら施行されることに鑑み、大東市議会議員の選挙における候補者が選挙運動のために使用

するビラの作成に係る公費負担の限度額等を定めるため。 
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大東市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一部を改正す 

る条例（案） 

 

                     平成  年  月  日   

                     条 例 第   号   

 

 大東市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例（平成１９年条例第２９号）

の一部を次のように改正する。 

 

 題名を次のように改める。 

   大東市議会議員および大東市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関す 

る条例 

 第１条および第２条中「大東市長」を「大東市議会議員および大東市長」に改める。 

                       

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年３月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の大東市議会議員および大東市長の選挙におけるビラの作成の

公費負担に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日を告示される選挙に

ついて適用し、この条例の施行の日の前日までにその期日を告示された選挙については、

なお従前の例による。 

 

 

 


